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２ ． 健 康 増 進 法 （ 平 成 １ ４ 年 法 律 第 １ ０ ３ 号 ）

（ 健 康 診 査 の 実 施 等 に 関 す る 指 針 ）

第 ９ 条 厚 生 労 働 大 臣 は 、 生 涯 に わ た る 国 民 の 健 康 の 増 進

に 向 け た 自 主 的 な 努 力 を 促 進 す る た め 、 健 康 診 査 の 実 施

及 び そ の 結 果 の 通 知 、 健 康 手 帳 （ 自 ら の 健 康 管 理 の た め

に 必 要 な 事 項 を 記 載 す る 手 帳 を い う ） の 交 付 そ の 他 の。

措 置 に 関 し 、 健 康 増 進 事 業 実 施 者 に 対 す る 健 康 診 査 の 実

施 等 に 関 す る 指 針 （ 以 下 「 健 康 診 査 等 指 針 」 と い う ）。

を 定 め る も の と す る 。

２ 厚 生 労 働 大 臣 は 、 健 康 診 査 等 指 針 を 定 め 、 又 は こ れ を

変 更 し よ う と す る と き は 、 あ ら か じ め 、 総 務 大 臣 、 財 務

大 臣 及 び 文 部 科 学 大 臣 に 協 議 す る も の と す る 。

３ 厚 生 労 働 大 臣 は 、 健 康 診 査 等 指 針 を 定 め 、 又 は こ れ を

、 、 。変 更 し た と き は 遅 滞 な く こ れ を 公 表 す る も の と す る



３．健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針（概要）

１．指針の趣旨

健康増進法に基づき、生涯にわたる国民の健康の増進に向けた自主的な努力を促進するための、健康増進事

業実施者（老人保健事業を行う市町村、健康保険組合、事業者等）に対する健康診査の実施等に関する指針。

２．指針の概要

一 健康診査の実施に関する事項

（ァ）健康診査の在り方

・健康診査の目的、意義及び実施内容について、対象者に対して十分な周知を図る。

・未受診者に対して受診を促すよう特に配慮する。

・検査項目及び検査方法に関し見直し、疾病の予防及び発見に係る有効性等について検討する。

（ィ）健康診査の精度管理

・検査結果の正確性を確保し、検査結果を正確に比較できるように、内部精度管理及び外部精度管理を適切に

実施する。

・精度管理の実施状況を受診者に周知する。

・研修を行う等により健康診査を実施する者の知識及び技能の向上を図る。



二 健康診査の結果の通知及び結果を踏まえた栄養指導その他の保健指導に関する事項

・健康診査の結果を本人に通知するにとどめず、その結果に基づき、保健指導を実施する。

・保健指導に当たっては、個人指導と集団指導を適切に組み合わせる。

・保健指導の実施体制の整備を図る。また、保健指導に従事する者に対する研修等により保健指導の質の向上

を図る。

・地域・職域の連携を図る （都道府県単位等で関係機関等から構成される協議会等を設置する ）。 。

三 健康手帳等による健康診査の結果等に関する情報の継続の在り方に関する事項

・健診結果等情報の継続は、健康手帳等を活用し、本人が行うことを原則とする。また、健診結果等情報を継

続して健康管理に役立たせていくように本人に働きかける。

・職場、住所等を異動する際において、本人が希望する場合には、異動元が健康診査の結果を本人に提供し、

本人の同意を前提として、異動先に健康結果等情報を直接提供する等の工夫を図る。

四 健康診査の結果等に関する個人情報の取扱いに関する事項

・利用目的の特定、利用目的による制限、第三者提供の制限等個人情報の保護を規定した法令を遵守する。

・個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置として、

守秘義務規程の整備、個人情報の保護及び管理を行う責任者の設置、従業者への教育研修の実施、苦情受付

窓口の設置、不正アクセスの防止等の措置を講じる。

・個人情報の取扱いに係る方針を策定、公表、実施し、必要に応じ見直し、改善する。

五 施行期日

・健康増進法第９条の施行の日（平成１６年８月１日）から施行する。



老人保健 労働衛生対策 医療保険による保健事業

組合管掌健康保険 政府管掌健康保険 国民健康保険 母子保健

（基本健康診査） （一般健康診断） （一般健康診査、人間ドック） （一般健康診査、付加健診） （基本健康診査、人間ドック）

老人保健法第20条（法第12条、16条） 労働安全衛生法第66条第１項 健康保険法第150条 健康保険法第150条 国民健康保険法第82条 母子保健法第12条、13条

市町村（特別区を含む） 事業者 健康保険組合 国（社会保険庁） 市町村・国保組合 市町村

（実施義務） （実施義務） （努力義務） （努力義務） （努力義務） （実施義務：母子保健法第１２条に
おける健診）

国民の老後における健康の保持と適切な
医療の確保

労働者の健康管理及び作業環境の管理 被保険者及びその被扶養者
の健康の保持増進

被保険者及びその被扶養者
の健康の保持増進

被保険者の健康の保持増進 母性並びに乳児及び幼児の健康の
保持及び増進

医療等以外の保健事業の実施の基準（厚
生省告示）
保健事業実施要領（局長通知）

労働安全衛生法施行規則（省令） 健康保険組合事業運営基準
（局長通知）

政府管掌健康保険生活習慣
病予防健診実施要綱（部長通
知）

規定なし（保険者ごとに規定） 母子保健法施行規則（省令）及び実
施要綱、実施要領（局長通知）

当該市町村の区域内に居住地を有する
40歳以上の者に対し、医療等以外の保健
事業を行う。
（老人保健法20条）

＜他法優先＞
保健事業は、その対象となる者が、医療
保険各法その他の法令に基づく事業のう
ち医療等以外の保健事業に相当する保
健サービスを受けた場合または受けるこ
とができる場合は、行わないものとする。
（老人保健法22条）

事業又は事務所に使用される者で賃金を
支払われる者。
ただし家族労働者、家事使用人、国家公
務員等は除く。
（労働安全衛生法第２条）

労働安全衛生法第66条第１項で事業者に
健康診断の実施義務が課され、同条5項
で労働者に健康診断の受診義務が課さ
れている。

同条第５項ただし書きで、労働者が事業
者の指定した医師又は歯科医師以外の
医師又は歯科医師が行う厚生労働省令
の規定による健康診断を受け、その結果
を証明する書面を事業者に提出したとき
は、事業者が行う健康診断は受けなくてよ
いとされている。

＜罰則 あり＞
罰金

規定なし（各健康保険組合の
内部規程による）

※健康保険組合事業運営基
準（局長通知）では、生活習
慣病にかかる健康診査につ
いては、発症が多い30歳から
少なくとも５年に１回以上、40
歳以降は毎年実施するように
努めることとされている。ま
た、人間ドックについては、40
歳以降少なくとも５年に１回以
上は実施するよう努めることと
されている。

 40歳以上の被保険者及び
被扶養者である配偶者のうち
受診を希望する者。
 35歳以上40歳未満の被保
険者のうち生活習慣病改善指
導をうけることを希望する者。

規定なし（保険者ごとの国保
条例、国保組合規約に基づく
内部規定による）

実行上
 市町村国保は老人保健法
に基づく基本健診に準じてい
る。
国保組合は健保組合又は政
管健保に準じている。

満一歳六ヶ月を超え満二歳に達し
ない幼児、満三歳を超え満四歳に
達しない幼児。（母子保健法第１２
条）

市町村は、必要に応じ、妊産婦又は
乳幼児若しくは幼児に対して、健康
診査を行い、又は健康診査を受け
ることを勧奨しなけらばならない。
（母子保健法第１３条）

あり あり 任意（規定なし） あり 任意（規定なし） あり（母子保健法第１２条における
健康診査のみ）

健診項目

診察等、血液検査、尿検査、心電図、眼
底検査等

診察等、血液検査、尿検査､心電図、胸部
×線

診察等、血液検査、尿検査、
心電図、がん検診（肺がん、胃
がん、大腸がん（子宮がん、乳が
ん））等

診察等、発達状況、予防接種の実
施状況等

同一人につき年１回（医療費以外の保健
事業の実施の基準（厚生省告示）、保健
事業実施要領）

同一人につき１年以内に１回（労働安全衛
生法施行規則）

任意（規定なし） 同一人につき年１回（実施要
綱）

任意（規定なし） １回（母子保健法第１２条における
健診）
任意（母子保健法第１３条）

公費（国1/3県1/3市町村1/3）（法第47
条）、対象者からの費用徴収可能（法第51
条）
自己負担（３割程度）

事業者負担 任意（規定なし） 規定あり（実施要綱） 任意（規定なし） 公費（１２条）：国1/3都道府県1/3市
町村1/3
一般財源（１３条）

あり（保健事業実施要領に記載あり） あり（優良な健診機関の育成事業（通
知））

規定なし あり(実施要領において健診
実施機関の選定基準に定め
られている）

規定なし なし

あり（老人保健法第12条、13条） なし 任意（各保険者による） なし 任意（各保険者による） あり（母子保健法第１６条）

 

制度

（健診の名称）

事業の実施規則等の有無

対象者（根拠規定）

健診の根拠法令

実施主体及びその責務

目的

健診項目の規定
（問診項目も含む）

基本健診の回数

費用負担

有所見の基準の設定の方法
（基準数値の有無、
指導区分の分類法等）

精度管理事業の有無

健康手帳の有無

４．健康診査に関する各制度の比較
（１）実施主体とその責務等

規定なし（各保険者による） 医師が個別に判定
通知にて参考として、
問題なし、要指導、要精密、要経過
観察、要治療に区分

基準値あり（血圧、血糖検査、ヘモグロビ
ンA1c）
異常認めず、要指導、要医療の３段階に
分類

規定なし（有所見の判定のみ）
医師が個別に判定
事後措置指針あり（就業区分の判定あり）

規定なし（各保険者による） 単一基準で実施（基準値あ
り）
異常なし、軽度異常、経過観
察、要治療、要精密検査の５
段階に分類



私立学校教職員共済法 国家公務員共済組合法 地方公務員等共済組合法

（就学時の健康診断） （児童、生徒、学生及び幼児の健康診断） （職員の健康診断）

学校保健法第4条 学校保健法第6条 学校保健法第8条 私立学校教職員共済法第26条 国家公務員共済組合法第98条 地方公務員等共済組合法第112条

市（特別区含む）町村の教育委
員会

学校 学校の設置者 日本私立学校振興・共済事業団 国家公務員共済組合 地方公務員共済組合（地方職員共済組
合、公立学校共済組合、警察共済組合、
都職員共済組合、指定都市職員共済組
合、市町村職員共済組合、都市職員共済
組合）及び全国市町村職員共済組合連
合会

（実施義務） （実施義務） （実施義務） (実施可能規定) (実施可能規定)

私立学校教職員共済法第14条に
定める加入者及びその被扶養者
の健康の保持増進

組合員及び被扶養者の健康の保持増進組合員及び被扶養者の健康の保持増進

規定なし 各共済組合の内部規定 各共済組合の内部規定

学校教育法第２２条第１項の
規定により翌学年の初めか
ら同項に規定する学校に就
学させるべき者で当該市町
村の区域内に住所を有する
者。（学校保健法第４条）

児童、生徒、学生又は幼児。
（通信による教育を受ける学
生を除く）（学校保健法第６
条）

学校の職員。（学校保健法
第８条）

私立学校教職員共済法第14条に
定める加入者及びその被扶養
者。

規定なし（各共済組合の内部規定によ
る）
＜国が行う検診、健康診断等が優先＞
国家公務員については、①人事院規則
の適用により、国が義務として行う検診
が存在すること、②国家公務員法に基づ
き、国が健康診断等の厚生事業を実施
することが義務付けられていることから、
まず、これらの事業が優先されることに
なる。したがって、国家公務員共済組合
の行う健診事業は、これらの事業を補完
する性格を有している。
（人事院規則10-4第20条及び国家公務
員法第７１条）

規定なし（各共済組合の内部規定による）
＜地方公共団体が行う検診、健康診断等
が優先＞
地方公務員については、①労働安全衛生
法が適用されることから、同法に基づき地
方公共団体が事業主の義務として行う検
診が存在すること、②地方公務員法に基
づき、地方公共団体が健康診断等の厚
生事業を実施することが義務付けられて
いることから、まず、これらの事業が優先
されることになる。したがって、地方公務
員共済組合の行う健診事業は、これらの
事業を補完する性格を有している。
（労働安全衛生法第６６条及び地方公務
員法第４２条）

あり あり あり 任意（規定なし） 任意（規定なし。一般健康診査は人事院
規則に準じる）

任意（規定なし）

健診項目

栄養状態・骨格等の診察、
視力、聴力等

診察等、尿検査、胸部X線、
寄生虫卵検査

診察等、血液検査、尿検査、
胸部X線、心電図、胃の検査

就学時１回 年１回 年１回 任意（規定なし） 任意（規定なし。一般健康診査は人事院
規則に準じる）

任意（規定なし）

市（特別区含む）町村の教育
委員会

学校 学校の設置者 任意（規定なし） 任意（規定なし） 任意（規定なし）

規定なし 規定なし（各共済組合による） 規定なし（組合及び全国市町村職員共済
組合連合会による）

なし なし 任意（各共済組合による） 任意（組合及び全国市町村職員共済組
合連合会による）

 

（健診の名称）

健診の根拠法令

実施主体及びその責務

制度
学校保健

目的 児童、生徒、学生及び幼児並びに職員の健康の保持増進、学校教育の円滑な実施

事業の実施規則等の有無 学校保健法施行令、及び施行規則（省令）

対象者（根拠規定）

健診項目の規定
（問診項目も含む）

基本健診の回数

費用負担

規定なし（組合及び全国市町村職員共済
組合連合会による）

精度管理事業の有無 規定なし（ただし、学校保健法第６条の健康診断における身体計測については実施方法
が記載）

健康手帳の有無

指導区分あり（生活規制の
面及び医療の面（結核につ
いて））

指導区分あり（生活規制の
面及び医療の面）

規定なし（健診実施機関による）規定なし（一般健康診査については人事
院規則に準じる）

規定なし有所見の基準の設定の方法
（基準数値の有無、
指導区分の分類法等）



制 度 老人保健 労働衛生対策 医療保険による保健事業 母子保健

   組合管掌健康保険 政府管掌健康保険 国民健康保険  

健診名
（根拠規定）

基本健康診査
（老人保健法第12条、13条、20条）

一般健康診断
（労働安全衛生法第66条）

一般健康診査、人間ドック
（健康保険法第150条）

一般健康診査、付加健診
（健康保険法第150条）

基本健康診査
（国民健康保険法第82条）

健康診査
（母子保健法第12条、13条）

実施主体
市町村（特別区を含む） 事業者 健康保険組合 国（社会保険庁長官） 市町村（特別区を含む）・国保組合 市町村（特別区を含む）

実施義務（１２条）努力義務（１３条）

健診情報の
守秘義務

業務に着目した法律上の守秘義務はない

【職員】
地方公務員法第34条による守秘義務

【委託業務】
医師等の資格に着目した守秘義務

・健康診断を実施する事務に従事した者
に対し、実施に関して知り得た労働者の
心身の欠陥等の秘密の保持を規定（労働
安全衛生法第104条）

・労働安全衛生法第66条第1項から3項、
第66条の3の規定に違反した者に対して
は罰則あり（労働安全衛生法第120条）

業務に着目した法律上の守秘義務はな
い

【職員】
健保組合個々の内部規則等で規定

【委託業務】
委託契約において守秘義務を明記。医
師等の資格に着目した守秘義務

業務に着目した法律上の守秘義務はな
い

【社会保険庁の職員】
国家公務員法第100条による守秘義務

【社会保険健康事業財団及び委託先の
職員】
委託契約・財団就業規則において守秘
義務を明記。医師等の資格に着目した
守秘義務

業務に着目した法律上の守秘義務はな
い

【職員】
地方公務員法第34条による守秘義務

【委託業務】
医師等の資格に着目した守秘義務

業務に着目した守秘義務はない
（保健指導要領において、母子保健手帳
及び母子の保健に関する個人の記録票
について個人の秘密の保持に十分留意す
る旨の規定がある）

【職員】
地方公務員法第34条による守秘義務

【委託業務】
医師等の資格に着目した守秘義務

健診情報を管理する者
及び

健診情報の保存
に関する根拠規定

市町村
・健診結果等を記録整理するほか、必要
に応じて個人票を作成するなど受診者の
記録を一貫して記録し、保健指導に役立
てること
（保健事業実施要領）

事業者
・事業者は健康診断個人票を作成し、これ
を５年間保存しなければならない
（労働安全衛生規則第51条等）
・事業者は健康診断の結果を記録しなけ
ればならない（労働安全衛生法第66条の
３）

健保組合(事業所)
・個人別健康管理台帳の作成及びデー
タを管理（事業運営基準）
・各種記録の整備を図ること（事業運営
基準）
・健保組合個々の内部規則等で保存期
間、保存方法等を規定

社会保険健康事業財団
・５年間、磁気媒体にて保管
（政府管掌健康保険生活習慣病予防健
診実施要綱）

市町村
国保組合
・規定なし

市町村
母子保健法第12条における健康診査にお
いては、健康診査票に、医師、歯科医師
が健康診査の結果を記入して、市町村が
保管し、事後の保健指導等に活用する。
（実施要綱）

健診実施機関
・診療録は５年間の保存義務あり
 (医師法第24条2項）
受託実施機関の役割を規定（保健事業実
施要領）

健診実施機関
・診療録は５年間の保存義務あり
  (医師法第24条2項）
・医師等の意見聴取（労働安全衛生法第
66条の4）

健診実施機関
・診療録は５年間の保存義務あり
 (医師法第24条2項）

健診実施機関
・診療録は５年間の保存義務あり
 (医師法第24条2項）

健診実施機関
・診療録は５年間の保存義務あり
 (医師法第24条2項）

健診実施機関
診療録は５年間の保存義務
（医師法第24条2項）

健診情報の利用
(利用目的の
明確化）

・健康教育等の保健事業に活用

・市町村は自らの保健事業の評価を行
い、その評価に基づき、事業のより一層の
充実・強化を図る。都道府県保健所は、市
町村が地域特性を踏まえて保健事業を円
滑かつ効果的に実施出来るよう保健医療
情報の収集、提供を行い必要に応じ保健
事業の評価をする。 （保健事業実施要
領）

・労働者の就業場所の変更、作業の転換
等の措置を講じる際に活用
（労働安全衛生法第66条の５）

・労働者に対する保健指導の際に活用
（労働安全衛生法第66条の７）

・健康教育等の際に活用

・主に保健師による保健指導に利用

・実施結果については、データに基づく
内容の分析、評価を行い、事後指導に
ついても万全を期すこと（事業運営基
準）

・生活習慣病等について継続的な保健
指導の実施に努めること（事業運営基
準）

主に保健師による保健指導に活用。

そのほか統計・分析に使用
（規定なし）

主に保健師による保健指導に活用（規
定なし）

市町村は、妊産婦若しくはその配偶者又
は乳幼児若しくは幼児の保護者に対して、
妊娠、出産又は育児に関し、必要な保健
指導を行い又は保健指導を受けることを
勧奨しなければならない（母子保健法第
10条）

健診情報の通知

結果については､指導区分を付し､受診者
に速やかに通知する。（保健事業実施要
領）

・事業者は、健康診断を受けた労働者に
対し、当該健康診断の結果を通知しなけ
ればならない。（労働安全衛生法第66条
の6）

結果通知については、保健師等の助言
指導を得て生活習慣等に関する指導事
項を付記することに努めること。（事業
運営基準）

健診結果は、指導区分を付し、受診者
へ通知。

規定なし（実行上は老人保健事業に準
じて実施）

・市町村は、妊娠の届出をした者に対し
て、母子保健手帳を交付（母子保健法第
16条）

・妊産婦又は乳幼児が健康診査を受けた
場合は、その都度、母子健康手帳に必要
な事項の記載を受ける（母子保健法第16
条第2項）

健康情報の開示請求手続

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし

第３者への情報提供 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし

保健指導を主に実施する者

市町村の医師、保健師、管理栄養士等
委託先の医師、保健師、管理栄養士等

・事業所の産業医等
・地域産業保健センター（郡市区医師会）
の医師、保健師、管理栄養士等

・各健康保険組合の医師、保健師、管
理栄養士等
・事業所の産業医等

・社会保険健康事業財団の各都道府県
支部の保健師
・健診実施機関（委託先）の医師、保健
師、管理栄養士等

・委託先の医師、保健師、管理栄養士
等
・市町村の医師、保健師、管理栄養士
等

・市町村の医師、助産士、保健師、管理栄
養士等
・委託先の医師、助産士、保健師、管理栄
養士等

健康手帳の有無 あり（老人保健法第12条、13条） なし 任意（各保険者による） なし 任意（各保険者による） あり（母子保健法第16条）

（２）健診情報の保管及び利用並びに保護



制 度 私立学校教職員共済法 国家公務員共済組合 地方公務員共済組合

 

健診名
（根拠規定）

就学時の健康診断
（学校保健法第4条）

児童、生徒、学生及び幼児の健康
診断

（学校保健法第6条）

職員の健康診断
（学校保健法第8条）

一般健康診査、人間ドック
（私立学校教職員共済法第26条）

一般健康診査、人間ドック
（国家公務員共済組合法第98条）

一般健康診査、人間ドック
（地方公務員等共済組合法第112条）

実施主体

市町村（特別区含む）の教育委員会 学校 学校の設置者 日本私立学校振興・共済事業団 国家公務員共済組合 組合及び全国市町村職員共済組合連合会

健診情報の
守秘義務

業務に着目した法律上の守秘義務
はない

【委託業務】
医師等の資格に着目した守秘義務

業務に着目した法律上の守秘義務
はない

【職員】
各共済組合の内部規定及び国家公
務員法第100条による守秘義務

【委託業務】
医師等の資格に着目した守秘義務

業務に着目した法律上の守秘義務はない

【職員】
各共済組合の内部規定及び地方公務員法第34条による
守秘義務
国家公務員法第100条による守秘義務（警察庁所属職
員）

【委託業務】
医師等の資格に着目した守秘義務

健診情報を管理する者
及び

健診情報の保存
に関する根拠規定

規定なし 学校は児童、生徒、学生及び幼児
の健康診断票は、５年間保存しなけ
ればならない
（学校保健法施行規則第6条4項）

職員の健康診断票は５年間保存し
なくてはならない
（学校保健法施行規則第12条3項）

規定なし 共済組合
規定なし
(人事院規則に準じて保存)

組合及び全国市町村職員共済組合連合会
（組合及び全国市町村職員共済組合連合会の福祉事業
実施規則等）

校長は児童又は生徒が進学した場
合は、健康診断票を進学先の校長
に送付しなければならない。（学校
保健法施行規則第6条2項）
校長は、児童、生徒、学生又は幼児
が転校した場合は、健康診断票を
転校先の校長に送付しなければな
らない。（学校保健法施行規則第6
条3項）

健診実施機関
・診療録は５年間の保存義務あり
 (医師法第24条2項）

健診実施機関
・診療録は５年間の保存義務あり
 (医師法第24条2項）

健診実施機関
・診療録は５年間の保存義務あり
 (医師法第24条2項）

健診情報の利用
(利用目的の
明確化）

健康診断結果の活用については
「就学時の健康診断マニュアル」に
記載

市町村の教育委員会は、健康診断
の結果に基づき治療を勧告し、保健
上必要な助言を行う等適切な措置
をとらなければならない
（学校保健法第5条）

健康診断結果の活用については
「児童生徒の健康診断マニュアル」
に記載

学校においては、健康診断を行った
ときは、健康診断の結果に基づき、
疾病の予防処置を行い、又は治療
を指示する等適切な措置をとらなけ
ればならない。（学校保健法第7条）

学校の設置者は、治療を指示し、及
び勤務等を軽減する等適切な措置
を取らなければならない。（学校保
健法第9条）

・主に個別相談の際に利用(規定な
し)

・主に個別相談の際に利用(規定な
し)

・主に個別相談の際に利用(規定なし)

健診情報の通知

規定なし（ただし、教育委員会は治
療を勧告し、保健上必要な助言を行
う。学校保健法第５条）

学校においては健康診断を行ったと
きは、２１日以内に当該児童生徒又
は幼児及びその保護者、又は学生
に結果を通知する。（学校保健法施
行規則第7条）

規定なし（ただし、職員の健診につ
いては労働安全衛生法に基づいて
本人に通知しなければならない）

規定なし 規定なし(一般健康診査は人事院規
則に準じて通知)

規定なし（一般健康診査は人事院規則に準じて通知）

健康情報の開示請求手続

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし

第３者への情報提供 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし

保健指導を主に実施する者

市（特別区含む）町村の教育委員会 学校、学校医 学校の設置者、学校医 ・各共済組合の医師、保健師、管理
栄養士等
・委託先の医師、保健師、管理栄養
士等

・各共済組合の医師、保健師、管理
栄養士等
・委託先の医師、保健師、管理栄養
士等

組合、全国市町村職員共済組合連合会及び委託先の医
師、保健師、管理栄養士等

健康手帳の有無 なし なし 任意（各共済組合による） 任意（組合及び全国市町村職員共済組合連合会による）

学校保健

業務に着目した法律上の守秘義務はない

【職員】
地方公務員法第34条による守秘義務

【委託業務】
医師等の資格に着目した守秘義務



（３）具体的な検査項目

安衛法   老人保健法 安衛法   老人保健法

一般 付加健診 定期 健康診査 一般 付加健診 定期 健康診査

問  診 ○ ○ ○ 尿 尿蛋白 半定量 ○ ○ ○

診 計 身長 ○ □ ○ ・ 潜  血 ○ ○

体重 ○ ○ ○ 腎機能 尿沈渣 ○

察 測 肥満度・標準体重 ○ ○ クレアチニン ○ ○

視  力 ○ ○ 呼 肺活量 ○

等 聴  力 ○ ○ 吸 １秒量・１秒率 ○

胸部聴診・腹部触診 ○ ○ 心機能 12誘導心電図 ○ ■ □

血圧（座位） ○ ○ ○ 肺 胸部X線 ○ ○ ＊

脂 総コレステロール定量 ○ ■ ○ 喀痰細胞診 □ ＊

質 中性脂肪 ○ ■ ○ 胃 胃部X線 ○ ＊

HDLーコレステロール ○ ■ ○ 胃内視鏡 □

ＧＯＴ ○ ■ ○ 子宮頸がん（スメア方式） △ ＊

肝 ＧＰＴ ○ ■ ○ 子宮体がん（細胞診） ＊

γ-ＧＴＰ ○ ■ ○ 乳 視診・触診 △ ＊

ＡＬＰ ○ がん X線 ＊

機 総蛋白 ○ 大 直腸検査 □

アルブミン ○ 腸 免疫学的便潜血検査 ○ ＊

総ビリルビン ○ 眼底検査 ○ □

能 ＬＤＨ ○ 腹部超音波 ○

アミラーゼ ○ 歯周疾患検診  40,50歳
代 空腹時血糖 ○ ■1 ○ 骨粗鬆症検診  40,50歳女性
謝 尿  糖 半定量 ○ □ ○

系 尿  酸 ○

ヘモグロビンＡ１Ｃ ■1 □ ○… 必須項目

感染症 ＨＢｓ抗原 ● △… 受診者の希望に基づき選択的に実施する項目

HCV抗体 ● □… 医師の判断に基づき選択的に実施する項目

血 ヘマトクリット値 ○ □ ●… ４０歳以上から各５歳きざみ毎で７０歳まで（過去に当該検査を受けたことがない者）

液 血色素測定 ○ ■ □ ■… 35歳及び40歳以上の者については必須項目、それ以外のものについては

一 赤血球数 ○ ■ □     医師の判断に基づき選択的に実施する項目

般 白血球数 ○ ■1… いずれかの項目の実施で可

血小板・血液像 ○ ＊… 一般財源化されているが、指針等を策定している項目

  政管健保   政管健保




